











































































































も深刻である。「待機児童解消加速化プラン」（2013 ～ 2017 年）において，取組自治体に対し，5 本
の柱で支援を展開してきたものの，目標として掲げた「2017 年度末までの待機児童の解消」は達成
されなかった。そこで中央政府は，2017 年から新たに「子育て安心プラン」（次頁図１）を設計した。
特に，都市部の自治体を支援するため，待機児童解消に必要な受け⽫約 22 万人分の予算を 2018 年
度２年間で確保し，2020 年度までに全国の待機児童解消を目指している。これにより，「Ｍ字カー
ブ」を解消し，女性（25 ～ 44 歳）の就業率 80％に対応できる約 32 万人分の保育供給量を確保しよ
うとするものである。
近年の政策文書には，「保育の受け⽫」という表現が頻繁に使用されるようになり，「受け⽫」と
しての供給量拡大が至上命題になっていることを象徴している。2019 年 9 月 6 日に発表された最
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新報告（2）によれば，１年目（2018 年度）の保育の供給拡大量は，市区町村分で約 8.6 万人分，企業
主導型保育事業で約 2.7 万人分の合計約 11.2 万人である。また，子育て安心プランの実施方針に基
づく各市区町村の「子育て安心プラン実施計画」の集計によると，企業主導型保育事業の事業主拠











（2）　2019 年 9 月 6 日厚生労働省報道資料（https://www.mhlw.go.jp/content/11907000/000544882.pdf）2019 年 10 月
1 日アクセス。
図１　子育て安心プラン（2017 年～）
出典 ）  内閣府資料（https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/outline/pdf/setsumei.pdf）




（整備量），待機児童数の見込・計画値の集計によると，2018 年度から 3 年間で，申込者数は約 19.0
万人分増加，利用定員数は約 23.7 万人分増加，待機児童は解消する見込みと予定されている。ま
た，企業主導型保育事業の事業主拠出金による整備予定量は，3 年間で約 6 万人分を見込んでおり，
市区町村の計画とあわせると約 29.7 万人分が拡大できる見込みとなっている（4）。無償化によって，
2020 年度や 2021 年度の申込者数も変化することが予測されるとともに，企業主導型保育事業の質
の担保も社会問題となっており，待機児童解消の実現可能性については疑問視もされている。





年と比べて 87,580 人（3.1％）の増加である。保育所等を利用する児童の数は 2,679,651 人で，2018
年と比べて 65,246 人（2.5％）の増加となっている。定員充足率（利用児童数÷定員）は 92.8％で，
2018 年と比べて 0.6 ポイントの減少となっている。
第二に，利用率の推移を最新の 2019 年 4 月でみると（次頁表１，39 頁図３），就学前児童の保育




うち，特に 1・2 歳児（12,702 人（75.7％））が多いことがわかる。待機児童がいる市区町村数は 442
（全市区町村の 25.4％）である。待機児童が 50 人以上の市区町村は 93 で，前年から 17 の減少であ
る。待機児童が 100 人以上の市区町村は 40 で，前年から 8 の減少がみられる。保育供給量の増加
で，待機児童の状況の改善がみられるといえる。都市部の待機児童として，首都圏（埼玉・千葉・
東京・神奈川），近畿圏（京都・大阪・兵庫）の 7 都府県（指定都市・中核市含む）とその他の指定
都市・中核市の合計は 10,625 人（前年より 3,305 人減）で，全待機児童の 63.3％（前年から 6.7 ポイ
ント減）を占める。
（3）　子育て安心プランを推進するための財政支援を希望する市区町村として実施計画が採択されたのは，2019 年 7

















2019 年 4 月（最新数値） 2018 年 4 月
3 歳未満児（0 ～ 2 歳） 1,096,250 人（37.8％） 1,071,261 人 （36.6％）
　うち 0 歳児 152,780 人（16.2％） 149,948 人 （15.6％）
　うち 1・2 歳児 943,470 人（48.1％） 921,313 人 （47.0％）
3 歳以上児 1,583,401 人（53.7％） 1,543,144 人 （51.4％）
全年齢児計 2,679,651 人（45.8％） 2,614,405 人 （44.1％）
表１　年齢区分別の保育所等利用児童の割合（保育所等利用率）
注）  保育所等利用率：当該年齢の保育所等利用児童数÷当該年齢の就学前児童数。
出典 ）  厚生労働省報道資料（https://www.mhlw.go.jp/content/11907000/000544879.pdf） 
2019 年 11 月 13 日アクセス。
図２　保育所等定員数および利用児童数の推移
注）  180 万人からのグラフなので，棒の長さと実際の数は一致しない。
出典 ）  厚生労働省報道資料（https://www.mhlw.go.jp/content/11907000/000544879.pdf）




3 歳未満児（0 ～ 2 歳） 14,749 人 （87.9％）
　うち 0 歳児 2,047 人 （12.2％）
　うち 1・2 歳児 12,702 人 （75.7％）
3 歳以上児 2,023 人 （12.1％）
全年齢児計 16,772 人 （100.0％）
表２　年齢区分別の待機児童数
出典 ）  厚生労働省報道資料（https://www.mhlw.go.jp/content/11907000/000544879.pdf）
2019 年 11 月 13 日アクセス。






















出典 ）  厚生労働省報道資料（https://www.mhlw.go.jp/content/11907000/000544879.pdf）




























































































公営 社会福祉法人 営利法人 その他
（％）
図４　認可保育所の経営主体（都道府県，営利法人割合順）
出典 ）  厚生労働省「社会福祉施設等調査」（2015 年 10 月 1 日現在）。
　 　池本（2017：56）。






























































































































公営 社会福祉法人 営利法人 その他
（％）
図５　認可保育所の経営主体（指定都市・中核市，営利法人割合順）
出典 ）  厚生労働省「社会福祉施設等調査」（2015 年 10 月 1 日現在）。
　 　池本（2017：56）。
注）  営利法人割合が 2％以上の指定都市・中核市。
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ショックから，約 30 年が経過した。少子化が社会問題化して 30 年。ようやく




















る。2016 年 3 月に，子ども・子育て支援法を改正し，企業からの拠出金率の法定上限を引き上げ
（0.15 → 0.25％），整備目標 5 万人を目指し，事業が創設された。2018 年 3 月には，子ども・子育
て支援法を改正し，拠出金率の法定上限をさらに引き上げ（0.25 → 0.45％），事業拡充が目指され
























2015 年から介護保険制度の自己負担が 1 割から 2 割に変更され，利用者の負担が重くなった。く


















月～ 2016 年 2 月，神奈川ワーカーズコレクティブ連合会のワーカー・利用者を対象にした狭義と
広義のダブルケア実態調査である。サンプル数は 2,961 名である。ワーカーズで働く人々と，ワー
カーズのサービスを利用する人を対象に，調査票が配布された。サンプルの大部分は中高年女性で




































出典 ）  図６，７とも第６ステージ調査として，神奈川ワーカーズコレクティブ連合会・横浜国大合同調査結果。




































さらに，2019 年夏から秋に実施された 12 名の当事者への質的調査（半構造化インタビュー）から，

























































































　共働きで 3 人の子育てをして定年。その後，福島に暮らす実父母の遠距離介護。片道 4 時




























































































































　近所に住む長女は最近昇進してさらに多忙に。保育園時代のお迎え，現在は週 2 ～ 3 回の
学童お迎えや公文の送迎を手伝う。夕飯食べさせてお風呂まで終えておく。食べる量も多く，
献立に気を遣う。買い物や孫の送迎はＮさんの配偶者のサポートがあり助かっている。




































































































































































































































































































































































































































































































ダブルケア問題である。現在 70 代にさしかかる，いわゆる第 1 次ベビーブーマー（団塊世代）の介
護を担うのが，第 2 次ベビーブーマー（団塊ジュニア世代）である。団塊ジュニア世代が第 1 子を
出生したときの母親の平均年齢は 30 歳前後であること，またこの世代で 35 歳以上の出産が増加し
たことを考えると，2025 年に 50 代前半となる団塊ジュニア世代で，10 代の子育てをしながら，団
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